
財政上の支援措置の改善提案に対する協議の結果（論点シート）
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1回目 Ｂ
平成２４年度補正予算ＩＣＴ街づくり推進事業では、地方公共団体が代表
提案主体となることを必須要件としており、また、同事業では、委託を受
けた自治体が総務省の認める範囲で再委託を行うことが可能であること
から、要望内容は既存制度において実現されている。

ａ 貴省が実施する「ICT街づくり推進事業」に関する情報を継続的にご提供いただくとともに、提案事
項の実現に向けて、引き続きご助言いただきたい。

総務省から、さいたま市の財政支援要望については、既存
のICT街づくり推進事業において対応可能との見解が示さ
れ、指定自治体の要望は実現可能なため協議終了。

Ⅰ

2回目

国と地方の協議【書面協議】担当省庁の見解

［Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：自治体が検討］

国と地方の協議【書面協議】指定自治体の回答

［ａ：了解、ｂ：条件付き了解、ｃ：受け入れられない、ｄ：その他］

内閣府記載欄

［Ⅰ：実現が可能となったもの　Ⅱ：実現に向けて概算要求等の検討
がなされるもの　Ⅲ：要望内容の実現に向けて、条件や代替案等を
検討し協議を継続して行うもの　Ⅳ：見解の相違があり、要望実現の
方向性を導けるよう、引き続き協議を継続して行うもの、または見解
の相違により、協議を一旦終了するもの　Ⅴ：自治体が再検討を行う

もの、または提案の取り下げを行うもの］
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EV等を活用したパーク＆ライドやカーシェアリン
グの取り組みに、子育て支援、買い物支援等の
ICTを活用した支援サービスを連携させること
で、子育て支援と交通低炭素化のための社会
システムの検証と新たなビジネスモデルを構築
を目指す
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現行の実施要領は、国が民間企業
から出された提案を指定することに
より、提案者である民間企業に対し
て国から必要な事業を委託すること
となっているが、地域で事業を行う民
間企業を統合・調整する地元の自治
体から事業を提案することを可能とし
ていただきたい。
併せて、指定を受けた自治体から地
域で事業を行う民間企業に委託もし
くは支援することを可能としていただ
く、若しくは、自治体が企業と話を取
りまとめて提案・指定を受けた上で、
参画企業各社がこれに基づく補助申
請を行う方式を考えられたい。（参
考：国土交通省：地域交通グリーン
化事業）
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